
（款）　 （項）　5労働諸費 （目）　5労働諸費

◎労政一般の経費

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1) 労働環境対策事業

・
・
・

(2) 労政運営事務
・

【中事業に含まれる実施計画事業】

【事業費】

主な支出内訳
・ 労働環境対策事業

・ 労政運営事務
　湘南就職面接会用消耗品費 194

　鎌倉地域労働組合総連合文化厚生事業補助金 90

　鎌倉地区勤労者体育大会補助金 165
　三浦半島地域連合活動費補助金 90

　熟年者向け就業支援事業委託料 150
194　若年者向け雇用対策事業委託料

　県駐労福祉センター運営補助金 40
　労働祭補助金 380

勤労者の労働環境の向上を図るため。

熟年者向け就業支援事業を行った。

不用額当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額

熟年者向け就業支援事業（６－４－５－①）

25労働費

労働環境対策事業 【 市民活動課 】

活力ある暮らしやすいまち
勤労者福祉：市内の企業で、勤労者の働く環境が充実し、安定的な雇用が図られているまち

湘南就職面接会を開催し、就職希望者の支援を行った。

労働動態調査、地区労働団体との協議、補助金の交付を行った。
雇用対策事業を実施し、若年者層の雇用促進を図った。

勤労者等

基礎資料を得るとともに労働問題への啓発を図り、労働団体への補助金の交付を通して勤労
者の福利厚生を充実するとともに、雇用対策の充実を図る。

183

（単位：千円）

1,425 1,625 1,442



事務事業

№/名　称
事務事業 612 労働環境対策事業

単　　　位 1259 労働環境対策事業

1302 労政運営事務

主管課 市民活動課 関連課

分野名 勤労者福祉

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

▲7 ④ ※妥当性の評価

① 必要性なし

▲155 ④ ② 民間

194 湘南就職面接会実施 ④ ③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 2回 2回 2回

実績値 2回 2回

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 950,000円 930,000円 780,000円 

実績値 935,000円 764,833円 

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 4回 4回 -------

実績値 4回 1回

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 ------- ------- 48回 

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名

18,714千円

104円 107円 107円

18,748千円18,403千円

雇用対策個別相談開催

雇用支援セミナー開催

指　　標

指　　標

指　　標

補助金額

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯
175,902人

市民ニュース発行回数

労働環境対策事業

個別事業名

労働環境対策事業

労働環境対策事業

総事業費

市民-03 労働環境対策事業

２０年度 １９年度 １８年度

16,961千円

1,553千円 

1,442千円 1,553千円
1.9人

1,380千円 

1,380千円

17,334千円
1.9人

17,195千円

■サービス部門

□支　援　部 門

1.9人

ザイムス
コード及び
個別事業
名

1,442千円 

アンケート調査による労働調査、労働団体等への効果的な助成を行う。

175,051人176,484人

評価

評価

評価

事業の変更点・変更理由

20年度は個別相談のみ実施

鎌倉地区勤労者体育大会補助金の減額

◎

◎

×

最終年度（　　年度）

22年度 最終年度（  年度）

780,000円 

19年度はニート等の親向けセミナーと個別相談を相談、

2回 

24回 

評価 最終年度（　　年度）

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

--------

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 吉田　宗一

・熟年者に限定していた雇用支援セミナーを全ての就職希望者を対象とする就職支援個
別相談事業に変更し、解雇された方や新規に就職活動を行う方へ適切なアドバイスを行う
ことにより、就職支援を実施していく。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

・熟年者向け雇用支援セミナーへの参加者が想定より少なかった。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・団塊世代を中心としたここ数年の退職者については、高年齢者雇用促進法により再雇用
等で勤務されていることが予想されるため、退職者向けライフプランセミナー等が自力で
開催しづらい中小企業向けに講師を派遣し、積極的に対象者にアプローチしていくこととし
た。
　広報かまくらへの掲載はもとより中小企業を会員とする鎌倉市勤労者福祉サービスセン
ター会員への開催告知や鎌倉商工会議所でのチラシ配布などにより参加募集を行った
が、申込みは１件と低調であった。

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

B

・雇用支援セミナーへの参加者が想定より少なかった。

・年度途中から雇用環境が悪化し、非正規労働者を中心として解雇や雇止めが発生、正
規雇用者にも波及しつつある。

市民経済部 相澤　千香子

一次評価（課長評価）

A

今後の方向性
　昨年末から続く厳しい雇用情勢は回復の兆しが見えず、求職者数は増加し続けている。このような雇用
環境の改善には、国・県・市がそれぞれの立場で出来うる施策を推進することが必要である。
　市は、従来から実施している事業について、対象者や内容を精査し、効果的な事業展開を図るととも
に、国・県の事業を活用・周知し、雇用環境の改善に努めることが必要である。

　雇用情勢についてはハローワークなどとも連携をとりつつ、今後の推移を見極め有効な雇用支援策を
実施していきたい。
　特に平成２１年度については、座学的なセミナーよりも、個々人の実情に即したアドバイスや情報提供
がしやすい個別相談を中心に雇用支援を図っていく。


